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(別紙) 

                         退職手当手取額計算書 

 

 

 １１  退退職職手手当当額額のの算算定定 

   (1) 勤続年数 

退職（予定）年月    年  月  満   歳  採用年月    年  月 

 勤続年月数（a）      年    月 

 

   除算期間 

 除算対象期間 除算率* 除算年月数

（b） 

 

  * 休職等 1/2、 

   職員団体専従休職期間等 1/1    年  月       年  月 

     年    月       年    月 

 

                勤続年月数(a)－ 除算年月数(b)→ 手当計算上勤続年数 

    退職手当法上の勤続期間＝  －   ＝    年 （端数切捨て） 

 

   税法上の勤続年数 ＝ 勤続年数               →    （c）    年 （端数切上げ） 

     （注） 税法上の勤続年数の扱いとしては、除算年月数(b)のうち、職員団体専従休職期間は全て除算

するが、その他の休職等期間は除算せず、全休職等期間を勤続年数として含める。 

 

  (2) 退職理由 

 □定年  □応募認定  □自己都合  □その他 

 

 (3) 支給割合                                         （d)  

    (1)と(2)に基づく「国家公務員退職手当支給割合一覧」（６０頁参照）の支給割合 

 

 (4) 退職日の俸給月額                                 （e）              円 

  
（定年前早期退職者に対する特例による場合） 
 早期退職募集制度に応募して認められ、かつ、定年前１５年以内、勤続２０年以上等の場合 

 

     → （e) ×｛１＋３％×（定年年齢 － 退職時年齢）｝＝（f)         円 

 
(注) 定年年齢と退職時年齢の差が１年の場合は２％が適用されます。また、一般職給与法の指定職俸給表

１号俸相当額以上４号俸相当額未満の者については、１年当たりの割増率２％が、４号俸相当額以上の

者については、１年当たりの割増率１％がそれぞれ適用され、６号俸相当額以上の者については不適用 

となっています。 
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(5) 調整額 

   基礎在職期間のうち、その調整月額の高い方から６０月分の合計額を加算 

       円  ×     月  ＋        円  ×     月   ＝（g)              円 

 

【退職手当支給額】 

(e)又は（f)退職日の俸給月額 （d)支給割合 (g)調整額    Ａ 退職手当支給額 

             円   ×  ＋          円  ＝           円  

 

 

 ２２  退退職職手手当当にに係係るる税税額額 

                      退職手当支給額   －     退職所得控除額 

   ・課課税税退退職職所所得得金金額額＝（Ａ                円  － （ア）           万円 ）×1/2 

   

                      ＝ Ｂ                円  （1,000 円未満切捨て） 
                                           

       ((ア）の退職所得控除額の計算方法) 

           税法上の勤続年数(c)が 20 年超の場合 

               (勤続年数  －20) × 70万円 ＋ 800万円 ＝ (ア)       万円 

           税法上の勤続年数(c)が 20 年以下の場合 

               (勤続年数        × 40 万円            ＝ (ア)        万円 

                                                               

  (1) 所得税（６１頁参照） 

               課税退職所得金額    税 率       控除額 

     所得税 ＝（Ｂ             円  ×      ％  －        万円   ）× 1.021 

 

＝（イ)              円  （1円未満切捨て） 
 

 （2）住民税（６２頁参照） 

                      課税退職所得金額    税 率        

市町村民税 ＝Ｂ             円  × ６ ％ ＝（ウ）          円 

                                                   （100 円未満切捨て） 

道府県民税 ＝Ｂ              円  × ４ ％ ＝（エ）          円 

                                                   （100 円未満切捨て） 
  

３３  退退職職手手当当のの税税引引きき後後のの手手取取額額 

    退職手当支給額         税額（(ｲ)＋(ｳ)＋(ｴ)）     税税引引後後手手取取額額 

 Ａ                円   －               円    ＝                 円 
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